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は　じ　め　に

　国家独占資本主義下におげる目本の各地域では，その経済的諸矛盾をますま

す深めている 。農山漁村におげる第一次産業の衰退と人口流失，都市部への資

本と人口の集中に伴う住宅 ・交通条件の悪化や環境の汚染間題，大都市周辺部

におげる独占的土地投機と乱開発の進行，地方活性化を名目とした地域的諸資

源の収奪等々は，それぞれの地域において労働者階級をはじめ，農民，中小企

業と ，巨大独占資本との経済的対決を尖鋭化Ｌてきている
。

　最近におげる日本資本主義の急速な軍備拡張は，国家予算の地方への支出を

削減し，農産物にかんする国内市場の門戸開放は，農山村の杜会的経済的破壌

を一層進行させている 。目本経済の動向として，片方で，国際化や情報化が言

われたがら，他方では，経済の地域化が叫まれるのは，重税 ・高物価と並んで ，

長期不況をめぐる地方中小企業の実現問題が深刻化し，中央巨大資本との対立

が尖鋭化してきているからである。つまり ，不況にともなう価値破壌という被
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害を誰が負担するのかという闘争をめぐっ て， 地域的階級矛盾が，ますます激

化してきていることの反映である 。

　こうした地域経済的諸問題は，まさしく地域固有の歴史的 ・自然的諸条件と

かかわ って，特殊的かつ個別的性格をもっ ているため，極めて複雑な展開の様

相を示している 。

　それだけに，国民経済的視点に立脚した経済学だげでは，種々の地域的階級

矛盾を具体的に明らかにし，その解決方向を策定することは困難である 。ここ

に， 地域経済学が登場してくる歴史的，論理的必然性がある 。だが，残念なこ

とに，科学的杜会主義の立場からの地域経済学は未だに体系的なものとして確

立されるに至っていたいのである 。

　経済学の分野からみて，地域経済にかんする学問的遺産として蓄積されてい

るのは，経済地理学である 。だが，その経済地理学も，これを歴史的にみれば ，

地理学の一分野として派生し，資本の要求に対応するかたちでの理論化から経

営技術論化，地域工学化されるという傾向をもち，またそのような方向で発展

してきた。従 って，それは杜会科学の一分野である経済地理学としてではなく ，

そこで展開される内容も ，地域におげる経済構造とその運動法則を解明すると

いう地域経済理論からみれば，程遠いものであ った 。

　また地方自治体や地方財政論の立場から地域経済論なるものが展開されてい

るが，その主要内容は，地方財政イコール地域経済という理解に近く ，前述の

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１）
内容をもっ た地域経済論には異質性を感じさせるものがある 。

　地域杜会の現実は，地域にかかわる経済理論を要求している 。だが，現実に

登場してくる理論は，階級杜会を反映して二面的である 。その一つは，独占資

本が要求する理論であり ，他は，労働者階級，農民，中小企業などから構成さ

れる地域住民が要求する理論である 。

　地理学や近代経済学としての経済地理学が，主観的にはともかく ，客観的に

は， 前者の理論として展開されてきたのは，一つの事実である 。しかしながら ，

これらの経済地理学が念頭に置いた現実的課題や，その分析方法などについて

は， 現実の地域経済間題を共通の認識対象としている限りにおいて，後者の立
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場に立つ地域経済理論を構築する上でも学ぶべき多くの点をもっ ていることは

否定できない 。

　また，後者の立場に立った地域経済理論の体系化に際しては，マノレクス主義

経済地理学の歴史的経過を検討してみる必要がある 。

　周知のように，戦後目本のマノレクス主義経済地理学は，「生産の地理的配置」

論の導入に始まっ て， 「経済の地域的構造」論にまで展開されてきている 。げ

れども，それらは，「地理的にみた経済構造とその運動法則」を明らかにする

内容とた っているであろうか。とりわげ，「経済の地域構造」論は，最近にお

げる地域経済的諸矛盾を念頭に置きながら，意欲的に展開されてきただげに ，

それに対する科学的検討は，慎重を要しながらも ，斯学の発展のためには急務

とた っている 。

　このことは同時に，資本主義杜会におげる地域的な経済構造の矛盾を分析し ，

その解決に向げて政策を具体的に立案するために必要な理論が，従来のマルク

ス経済地理学の内容で十分であ ったかとうかの反省でもある 。しかもこの反省

は， 単なる反省ではたく ，マノレクス主義経済地理学の発展方向と関連させて ，

つまり理論の体系化に向げて検討することが大切である 。

　本稿は，こうした課題を念頭において執筆したものである 。内容的には，地

理学的及び近代経済学的経済地理学について検討した前半部分とマノレクス主義

経済地理学を扱った後半部分とに分れる 。

　前半部分の論旨は，筆者が既にｒ経済地理学方法史論」シリーズとして学説
　　　　　　　　　　　２）
史的に検討してきた内容を基礎として展開してきたものに，若千の新しい論点

を付加したものである 。また後半部分は主として「地域構造」論の方法論的諸

問題について言及したものとな っている。敢えて，このようた方法論的問題を

提起したのは，現今におげる非科学的論調の流行に終止符を打ち，それに対抗

する科学的な地域経済理論を体系的に構築することが必要とされているからで

ある 。

　　１）例えぱ，島恭彦，宮本憲一 柴田徳衛なとの各氏による「地域経済論」がそれ

　　　であり ，これらについては別の機会に検討したい 。
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２）　ちなみに，ｒ経済地理学方法史論」のシリーズとして発表された論文を紹介し

　ておくと ，以下の通りである 。

　（イ）　ｒ近代経済地理学の捗成と展開」，『産業労働研究所報』（九大産業労働研究

　　所），第４８号，１９６９年１０月
。

　（口）　ｒ産業立地論の方法について」，同上，第５０号，１９７０年
。

　バ　「経済地理学と工業立地論」，同上，第５１号，１９７０年
。

　（二）　「国土計画論について」，同上，第５２号，１９７０年
。

　鮒　ｒ経済地理学と世界経済」，ｒ立命館経済学』，第１９巻４号，１９７０年
。

　　　その他に，「プレブス ：リーグ経済地理学批判」（『産業労働研究所報ユ，第４０

　　号，１９６７年）も ，経済地理学の方法論史として展開した論文である 。

第一節問題提起

　経済学は，杜会的諸関係を研究対象とする杜会科学の　分科であり ，「経済

的諸関係」を研究対象とするものである 。より正確には，経済的諸関係の総体

をなす「経済構造」とその運動法則を解明するものである 。資本主義を対象と

する経済学であれは，資本主義杜会におげる「経済構造」が，資本蓄積運動に

よっ て， どのような法則性をもっ て変化 ・発展していくのかということが研究

課題となるのである 。

　従 って，経済学としての経済地理学は，ここではなお「地理」なるものの概

念規定が不明確であるとはいえ，一般的には，「地理的な側面にかかわる経済

構造とその運動法則」を研究対象とするものでたけれぱならない。この「経済

構造」，もしくは「経済的諸関係」を念頭に置かないか，それを全く抜きにし

た経済地理学は，経済学ではない 。

　では，経済学としての経済地理学の具体的内容は，いかたるものであろうか 。

そのことを展開しようとすれぱ，経済地理学がどのようた歴史を辿ってきたか ，

またこれ迄の経済地理学がもっ ている科学的意義とその限界について，一定の

検討をしておかねぱならない。そのことは，斯学全体の発展を考慮する場合に

は， 当然のことである 。
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　ところで，差し当たりの間題はこうである 。

　果たして，経済地理学は地理学の　分科たのか，それとも経済学の一分科な

のであろうか。この間題は，その立場さえ明確にしておけば，どちらでも良い

ように思われる 。つまり ，いずれの分科であろうと ，研究対象が同じであれば ，

それは単なる口乎称の問題でしかないからである 。

　だが，経済地理学を地理学の　分科とする場合と ，経済学の　分科とする場

合とではその研究対象と ，したが ってその研究方法が全く異な って設定される

ところに問題があるのである 。

　地理学が「地理的諸現象」を独自の研究対象とするのであれぱ，地理学の一

分科としての経済地理学は，差し当たり「経済の地理的諸現象」とい った内容

が， 研究対象となるであろう 。これに対して，経済学の一分科としての経済地

理学は，経済学を杜会科学の一分科とする限りにおいて，「地理的側面にかか

わる経済諸過程の人間関係，即ち経済的諸関係，あるいは，その総体としての

経済構造」を研究対象とせざるをえたい 。

　このように，二つの経済地理学は，その研究対象を明らかに異にしているの

である 。従 って，それぞれが独自の研究課題をもっ ているのであるから，その

両者を比較して，一方を是とし，他を非として排斥するわげにはゆかたい。も

っとも ，それぞれの研究課題の内容については，これを歴史的 ・論理的にみて ，

科学的であるかどうかを検討してみることは可能である 。

　かくして間題は，地理学としての，あるいは経済学としての経済地理学が ，

従来何を研究課題とし，その解明のためにどのような方法をとっ てきたかとい

う点について，明確化し，その意義と限界を把握することが重要となる 。

　それに加えて，もう一つ検討しておかねぱならたい問題がある 。それは ，

「経済学」としては同 ’じ名称でありながら，資本主義におげる階級構造が，杜

会的意識構造に反映されたものとして，近代経済学とマルクス主義経済学とに

分裂していることである 。しかもブノレジ ョアイデオ ロギーとしての経済学は ，

ひとしく「近代経済学」や「現代経済学」と称しながらも ，その研究課題が必

ずしも同一ではないということである 。
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　確かに，現代資本主義が抱えている経済問題は数多い。極めて　般的に言え

は， 近代経済学はそうした諸問題を意識しながら，その解決方向を資本土義と

いう政治経済体制の枠の中で模索すること ，つまり経済政策的な視点から構築

されてきたといえよう 。従 って，現実における課題の多いさに規定されながら ，

政策原理としての近代経済学が籏生してくる歴史的必然性があ ったのである 。

それだけに多様な内容をもっ た近代経済学が地理的側面をどのように取り扱 っ

てきたかということの検討，具体的には近代経済学としての経済地理学が展開

してきた課題と方法について検討しておくことは，地理的側面から「資本主義

杜会の経済構造とその運動法則」を解明するという立場の経済地理学との接点

を明らかにする上でも大切なことである 。

　最後に，もう一つの検討すべき問題について言及しておこう 。経済地理学を

経済学の　分科とするマノレクス主義経済地理学は，地理的側面にかかわる経済

的諸関係を，あるいは経済構造を明らかにしなげればならない。認識と実践と

いう現実過程からみれぱ，地域経済理論とあわせて，地理的にあらわれる経済

的諸矛盾の分析，地理的にあらわれた経済的諸関係の矛盾をどう解決していく

かという地域経済政策が，マノレクス主義経済地理学の基本的内容となる 。

　言うまでもなく ，地域経済の個別的分析や地域経済政策の具体的な策定に関

しては，一般性をもっ た「地域経済理論」を欠落させるわけにはゆかない。そ

れだけに地域経済理論の内容構築がそれ自体として重要な課題となる 。具体的

には，地域経済理論の体系化が問題となるのである 。残念ながら，地域経済学

と経済地理学との関連については別稿で論述することにしたい 。

第二節　地理学としての経済地理学

　地理学は，かつて諸科学の母であ った。地理学から天文学や地学などの自然

科学および政治学や経済学などの杜会科学が分離し，独立してい った。それは

記述としての学問から，法則性を明らかにする理論科学への歴史的発展過程で
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もあ った。しかし，地理的諸現象を記述するという地理学は地誌学として残 っ

た。 それと同時に，法則科学を志向する地理学は，認識 ・実践という現実過程

において大きな矛盾をもつことにな った 。

　まず第一に，地理学が地理的現象を主内容とする限り ，どうしても地理的分

析が必要である 。それは地理的分析にもとづいて地理的記述がなされるからで

ある 。こうした分析を科学的に行うためには，なんらかの「理論」が必要であ

る。 自然的諸現象を分析する場合には地質学や地形学，あるいは気侯学なとの

自然科学の諸理論を踏まえ，また杜会的諸現象を分析する際にも杜会学や経済

学たどの杜会科学的諸理論を用いたけれぱならない 。

　だが，地理学が他の諸科学との差異を強調し，かつ地理学として独自の研究

領域を主張する限りにおいては，自然科学や杜会科学に立ち入ることを拒絶せ

ねはならない。したが って，その場合には，他科学の援用は論理的に不可能と

いうことになる 。

　その結果は明白である 。地理学が自然科学や杜会科学，あるいは人文科学を

援用したいとなれば，地理的に現れる自然現象や杜会現象が何故生じるのかと

いう原因を解明することが出来なくたる 。従 って，地理学は現象を現象として

のみ把握するという形で分析していくしかない。これが地理的現象を分析する

際に生ずる矛盾である 。かくして，地理学に残されるのは，分析手法の多様化

や分析結果の表現方法を精密化するという発展方向だけになる ，あるいはそう

たる危険性がある 。

　第二に，地理学ではその分析結果を踏まえて，これを政策化することが困難

である 。現象はあくまでも現象であり ，それ自体を問題として摘出することは

出来ない。何故たら自然現象にせよ ，杜会現象にせよ ，それが問題となりうる

のは，直接的，あるいは問接的にせよ ，人問生活や資本蓄積とい った対自的関

係においてだからである 。更にまた，地理学が自然科学や杜会科学を援用しな

い限りにおいて，諸現象の背後にある本質の究明，つまり諾現象が生じてくる

原因を科学的に明らかにすることは出来ない。このことも，地理学をして，科

学的な政策を立案することを困難にしているのである 。
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　第三の矛盾点は，最も重要な問題である 。地理学は独自的た領域をもっ た学

問として，その理論構築することが困難であるという問題である 。

　諸科学は，その研究対象が何であるかによっ て体系化される 。しかも現実世

界には，自然と杜会しかない。従 って ，科学は，自然科学と杜会科学，それに

人問の杜会的意識形態を研究対象とする人文科学に分かれる 。問題は，地理学

が自然科学でも杜会科学でも，また人文科学でもないと主張するのであれぼ ，

地理学は現実世界の何を研究対象とし，何を分析するのであろうか。現実世界

に存在しないものを研究対象とすることは出来ないし，従って独自的研究領域

をもつとあくまでも主張する地理学ては，いかなる理論の構築も不可能だと言

わねぼたらない 。

　かくして，地理学は，その学問領域を現実に存在する物的対象から離れて ，

「地理」という視点に立脚しつつ，学間の体系化を図らざるをえないのである 。

ここに言うｒ地理」という概念は必ずしも明確ではたいが，　「空問的拡がり」

或いは「自然と人問との関係」という内容が，それに当たるものである 。

　「第三の科学」として地理学を位置づける試みがその典型である 。しかし ，

「空問的拡がり」や「白然と人問との関係」は地理学個有の研究課題ではない 。

結局のところ ，地理学も現実を研究対象とするかぎりにおいては，自然科学や

杜会科学を援用しながら体系化するという結果にな っているのである 。

　こうした視点から，地理学はその内容を自然地理学と人文地理学という二大

分野に分げ，人文地理学の一分科として経済地理学を位置づげせざるをえない 。

　さて，地理学の一分科としての経済地理学は，どのような研究対象をもち ，

とのような研究方法をとっ てきたのであろうか。便宜上，ｒ地理学辞典』にお

げる「経済地理学」という項目を引用してみると ，次のようにた っている 。

　「人文地理学の一部門で，経済事象の地理的配置を説明し，経済地域の成立

・構造 ・機能を究明することを目白勺とする 。

　経済の地域的差異が人六の生活にとっ て著しく重要性を持 ってきたのは近世

にた ってからであり ，したが って経済地理学の近代科学としての成立も１９世紀

末以降のことであ った。経済現象を自然環境との関連において把握しょうとす
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る交互作用論，また経済活動の配置や立地に関する経済立地論，さらに経済の

地域的個性を地域構造の解明から捉えようとする経済地誌の三つの方向から研

究がすすめられてきた。経済事象は広汎にわたるので，経済地理学はさらに分

野によつ て， 農業地理学 ・林業地理学 ・水産地理学 ・鉱業地理学 ・工業地理学 ，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１）
さらに，交通地理学 ・商業地理学等に分化している 。」

　もともと単たる「現象の記述」だげを目的とした地理学では，法則科学とし

て定立しえないという問題があ った。だから，「現象の記述」から，「現象の説

明」へと発展しようとするのは当然である 。だが，「現象を説明する」という

のであれぼ，その現象にかかわる理論が必要である 。即ち，経済事象を説明す

るには，経済学の理論が必要なのである 。このことについては，既に述べてお

いたところである 。

　だが，地理学としての経済地理学が，経済学ではないと主張する隈りにおい

ては，経済理論を排除するしかたい。かくして，ｒ経済事象を自然環境との関

連において把握しようとする交互作用論」が登場する必然性があ ったのである 。

経済事象を自然環境から説明することは，多くの場合，自然決定論に陥りやす

い。 こうした交互作用論から脱却するには，やはり「経済」というものの「能

動性」を前提として，経済現象を説明するしかない。このような論理的経過を

踏まえて登場したのが，「経済立地論」である 。

　経済立地論は，まさしく地理的に現れる経済現象を，「経済立地」というこ

とから説明しようとするものであ った。その主たる内容は，経済立地行動を類

型化することに始まり ，やがて経営皿地技術論，あるいは経営皿地政策として

内容的に深められてい ったのである 。それは，もはや「経済事象の地理的分

布」を記述するという地理学本来の独自的な研究領域とは言えたい程，縁遠い

ものにな ってしまっ たのである 。換言すれぱ，経営技術論に限りなく接近して

いっ たとい っても過言ではあるまい 。

　このように見てくると ，地理学としての経済地理学は，経営皿地論ではなく ，

むしろ「経済地域の成止 ・構造 ・機能を究明する」ことが，研究目的の本筋で

あると言えるかもしれたい。しかしながら，この点に関しても，直ちに「経済
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地域」とは何かという問題が生じてこざるをえない 。

　地理学の立場を一貫させるなら，この「経済地域」は，同一の経済現象，も

しくは類似的た経済現象（地理学でいう複合地域でも問題の本質は同じである）をも

った地域として設定せざるをえない。つまり ，同一の生産形態や消費形態とい

った経済的諸現象を類型化して，「経済地域」と見なすのである 。

　しかし，経済的な同質地域なり ，複合地域はどのようにして彬成されてくる

のであろうか。地理学という研究領域の独自性に固執し，経済学を排除する限

り， その形成要因を強引に「自然的諸条件」に求めるしかたいであろう 。即ち ，

資本主義的な地域分業の移成過程について，これを「資本蓄積運動の空問的展

開過程」とい った経済学的説明はなしえず，結果的には自然生的な地域分業論

の枠内で展開する自然決定論にな ってしまうのではたかろうか 。

　続く「経済地域の構造」にしても ，いかなる構造なのか，つまり「構造」の

内容が問題となる 。仮に，「地域におげる経済構造」とするのであれぱ，その

場合の「経済構造」というのは，「経済的諸関係の総体」のことになる 。だと

すれぱ，杜会科学でも ，経済学でもないと固執する地理学としての経済地理学

では，到底かかるものを研究対象とすることが出来ないであろう 。

　また，仮に「経済地域の構造」を「経済的な地域構造」とするのであれぱ ，

「地域」と「地域」が相互関係をもつものとして「地域構造」を設定せざるを

えたい。この場合でも ，地域間の「相互関係」というのは，いかなる内容の関

係かということが間題となる 。結局のところ，その関係は経済的諾関係となら

ざるをえたい。この経済的諸関係を研究対象にするのは，あくまでも経済学で

ある
。

　以上の二点をふまえると，　「地域」に存在する経済的諸関係を問題としえな

い地理学としては，「構造」という用語よりも ，「諸関係」を抜きにした概念で

ある「構成」という用語を用いる方が適切ではないかと思われる 。何故かと言

えぱ，地理学独自の立場からは，たんらかのｒ経済的諸現象をもっ た地域」を

「経済地域」として規定せざるをえない理論的制約をもっ ているからである 。

したが って経済的諸関係を内包する概念である「構造」という用語を使用する
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ことは困難なのである 。つまり ，地理学が生産や消費についての現象的た把握

にとどめようとする限りにおいては，　「構成」以上のことについて理論展開す

ることは出来ないからである 。

　もっと具体的にいえは，地理学では諸産業の活動状況を視覚的に把握した

「経済地域」を設定して，経済的諾関係をぬきにしながら，そこでの産業構成

の状況，その地域間の差異なとを問題にするのが限界なのである 。経済地理学

の各分野を各産業部門別に分けてしまうのはこのためである。即ち，経済学が

取り扱う経済的諸関係ではなく ，地理学としては地域におげる現象としての諸

産業の構成，例えぱ農業や工業とい った諸産業部門の構成比やその年次的変化

に間題を限定せざるをえたいのである 。

　だが，地理学は，そうした構成比やその年次的変化について述べることはで

きても ，何故そのような構成比にな っているのか，またどうしてそのような年

次的変化をするのかという問題について，　「経済」によっ て説明することが出

来ないから，結局の処，自然決定論的説明に頼らざるをえない。地理学が独自

の領域に固執する限り ，そういう理論的矛盾と限界性をもっ ているのである 。

　もともと ，地域におげる諸産業の構成比やその年次的変化を明らかにするこ

とは，科学的法則を解明する諸科学にとっ て， つまり経済学や杜会学たどにと

っても必要た研究作業であり ，これだげを取り出して，地理学独自の研究領域

とすることはできない。特に地域におげる経済法則の理論的定立，或いはそれ

に基づく地域経済の分析とい った研究にとっ てみれは，こうした作業は不可欠

たものである 。

　だから，突き詰めていえぽ，地域経済学であれ注，この作業を通じて，地域

におげる経済的諸関係を明らかにするという独自の研究対象をもちうるのであ

るが，地理学としては，これと同じ作業をして，いかなる法則を定立し，いか

なる内容の分析が可能と云うのであろうか 。

　次に，「経済地域におげる機能」について，検討してみよう 。この場合でも ，

すく問題になるのは，ここで云うｒ機能」とは，具体的に何かということであ

る。
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　これも ，詰る処「経済的諸機能」であろう 。この点にかんしては，地域にお

ける各産業の生産的諸機能や地域住民の消費機能ということであろう 。それか

ら， こうした諸機能を，現象的に捉える限りにおいては，そうした機能が空問

的にどう展開しているかということから，「機能地域」として「経済地域」を

設定することも出来よう 。

　商圏，通勤圏，あるいは銀行の支店網などは，そうしたｒ経済地域」の事例
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２）
であり ，地図化して明示することも可能である 。こうした経済的諾機能の空間

的拡がり ，つまり圏域を設定したり ，図示することは，法則科学である地域経

済学にとっ ても必要なことである 。従 って ，これをもって地理学独自の課題と

することはできない 。

　ここで検討されなげれはならないのは，現象的に把握されアこ経済的諸機能の

圏域が，どのように彬成されてきたのか，径済的諸関係では何が問題にた って

いるのかという間題である 。こうした課題に対して ，経済学を抜きにした地理

学は何を説明することが出来るのであろうか 。

　確かに，現象形態からみれぼ，商圏をはじめとする諸圏域が，仮説的モデ ノレ

に比して不均等な彩状にあるとか，年次的にみて，不均衡的発展をしているな

どと指摘することはできる 。だが，それは状況であ って ，問題ではない。敢え

て問題とするのであ汕ま，圏域を擬人化するしか方法があるまい。だが，一つ

の地域，一つの圏域をもっ て， これを擬人化することは，その内部におげる経

済的諸関係を隠蔽するという役割を果たす危険性があるということに十分注意

しておく必要カミあろう
。

　そろそろ，この節をまとめよう 。

　径済的諸現象を地理的に把握すること ，例えば経済地域の産業構成や労働力

構成を明らかにしたり ，径済的諸圏域の識別やその空間的変化たどについて ，

その実態を把握するということは，科学的認識をするためには必要な作業てあ

る。 また，そうした作業のためには，経済圏域における中心地の軌跡を明らか

にしたり ，経済的諸現象の計量化などとい った認識方法も大いに利用されねぱ

ならない。こうした地理学的諸手法は，確かに径済的諸現象を空問的に把握す
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るために有効である 。

　経済的諸現象を地理的に把握することそれ自体を研究目的とする ，つまりそ

れだげを独自的研究課題とする地理学としての経済地理学の立場からすれば ，

それだげで十分なのかもしれたい。だが，地理的にあらわれる経済的諾現象に

ついて科学的説明をすることになると ，そうした現象の背後にある経済的諸関

係とその運動法則を無視するわげにはいかない。もし，これを無視し，「現象

把握」という地理学の独自的な「研究領域」を主張する立場に固執して説明す

るとたれば，それは結局の処，自然決定論のような非科学的認識に陥ることに

なりかねない。ここに地理学の一分科とする経済地理学がもっ ている学問的意

義とその限界があるとい ってよいであろう 。

　さらにまた，現象的なものの把握だげでは，経済関係としては基本的範晴を

なしている価値や剰余価値，あるいは生産利潤率とい った目にみえない経済的

諸関係を研究対象にすることが出来ないという難点もあり ，従って地域におげ

る， あるいは「経済地域」におげる経済的諸関係の総体を研究対象とすること

が出来ないという限界性もある 。

　「地理的にあらわれる経済的諾現象の把握」ということを独自的な研究課題

とする地理学としての経済地理学には，論理的にみて，またその歴史的発展過

程からみて，以上のような間題があるのである 。

　　１）　『地理学辞典』，二宮書店，１９７３年，１９３～１９４へ一ソ。なお，「経済地理学」と

　　　いう項目の執筆担当者は，辻本芳郎氏である 。

　　２）地図化したいと「地理学ではない」という考え方もあるが，地図化イコール地

　　　理学というような発想は，二面において誤まっ ている 。その一つは地図化は地理

　　　学のうえできわめて大切であるが，それ自体は一つの手段にすぎたいというこ

　　　と ，第二には，他の諸科学でも地図化する手法は十分あることであり ，地図化と

　　　いう一つの手段をもっ て地理学とすることはできない 。

（ユ６８）
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第二節　近代経済学としての経済地理学

　地理学としての経済地理学は，経済の地理的現象を把握することが，研究目

的であ った。現象把握のためには，地図化や計量化，あるいは中心地移動の追

求をはじめ，地域の産業構成や経済圏域の設定などの分析手法を多様に発展さ

せてきた。しかしながら，地理学としての経済地理学が，現象把握から一歩進

んで，現象の背後にある諸原因を明らかにする段になると ，地理学とは異たる

研究分野の理論的援用を必要とした。或いぱ，現象記述を主内容とする地理学

にとっ てみれぱ，そうした説明を，もともと研究課題とすることが逸脱であ っ

たのかもしれない 。

　しかし，現代におげる諸科学の進展は，単に言己述的な地理学からの脱皮を余

儀なくさせてきたし，また記述的地理学のもっ ている限界性を突破するとなれ

ぱ， 径済地理学も経済学の分野に立ち入らざるをえなか ったのである 。経済的

諸現象は，たとえそれが地理的にあらわれようとなかろうと ，経済学を基軸に

して解明されたければならない 。

　ところで，径済学が地理的にあらわれる経済事象をどう研究対象としてきた

かということを検討する場合に大切なことは，　「地理」という内容を明確にし

ておくことである 。

　本稿では，抽象的ではあるが，ひとまずｒ地理」という概念をｒ自然条件」

及び「空問性」として二面的に捉えておきたい。もっとも ，世界的規模での

「空問性」という点では，国際径済学もしくは世界掻済論という独自の研究分

野が存在している 。世界経済地誌という経済地理学の一分野もあるが，経済的

諸関係という視点からみて，研究領域の重複性を避げるために，これらについ

ては論及の対象外とする 。従って，因民経済および地域経済にかかわ っての

「空間性」という問題に限定して検討することにしたい 。

　さて，近代経済学の場合には，　般均衡論を内容とする ロー サソヌ 学派，限
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界効用学説を内容とするオーストリー学派，それからイギリスの新古典学派や

ケイソズ学派など，その問題意識から多様な学派に分かれている 。しかしなが

ら， こうした近代経済学が「地理」との関連で経済問題を意識的に展開すると
　　　　　　　　　１）
いうことは少なか った 。

　こうした地理的た経済問題は，むしろチ ューネソの『孤立国』やＡ ・ウェー

バーの『工業立地論』の伝統を継承し，立地論的分野として独自的な発展方向

をたどっ てきたと言 ったほうが妥当かもしれたい 。

　ちなみに戦前に刊行された『新経済辞典』は，経済地理学を次のように解し

ていた 。

　「経済地理学　経済と自然との関係を研究する学問。衣食住一切の生活資料

は， 外的自然の所産で，気侯 ・地質 ・河川 ・海洋 ・動植物の如何は自然産物の

種類を定め，又人類杜会は積極的に自然を利用し支配し，技術の開発，科学の

進歩は益々その度合を高める 。かかる地理的自然と経済杜会との関係を研究す

るのが，経済地理学である 。従来の経済地理学は何等方法論的基礎の上に立た

ず， 単なる商品の生産地帯と消費地帯との記述に止まる商業地理若しくは商品

学に過ぎなか ったが，最近，世界経済の発展に伴なひ，科学的研究が盛んとな
　　　　　　　　　　　　２）り， 漸く体系化されつつある 。」

　この引用文による経済地理学の内容は，交互作用論であり ，しかもその叙述

は余りにも簡単である 。しかも ，自然決定論的な部分もある 。げれども ，この

引用文で重要な事は，経済的諸現象を記述する商業地理を「何等方法論基礎の

上に立たず」と批判していることである。したが って「記述」から「説明」に

むけて飛躍するとすれぼ，なんらかの新しい方法論が導入 ・確立されなげれぼ

ならない。その限りにおいて「経済と自然との関係」論，つまり交互作用論

が， 地理的にあらわれる経済現象を説明する方法論として導入されたのである 。

この『辞典』が刊行された昭和１７年頃の経済地理学界では，すでに自然と経済

との関連を明らかにする交互作用論，「経済人」の能動性をふまえたうえで ，

対自然という経済活動を明らかにする，つまり経済立地論，経済的諸現象をも

って地域を区分する地域経済類型化論，そうした経済的特質がどのように形成
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されるのかを明らかにする地域経済編制論が展開され，さらに戦時体制への移

行と共に大東亜立地論としての地政治学への転落が顕薯にた ってきている時期

であ った 。

　このようた学説史的経過を踏まえるならぼ，当時の立地論では，既に自然決

定論の誤りを克服していたと言えよう 。つまり ，自然を「意思ある存在」とし

ては否定し，人問の経済活動こそが，自然と杜会とを取り結ぶ関係の基本であ

ると位置づげたのである 。言 ってしまえぱ，この時点から，経済地理学は地理

学から離れ，経済学的な研究分野に入ってきたのである 。

　さて，立地論が近代経済学のいかたる分野になるのかという議論は別にして ，

その方法論的内容について検討していくことにしょう 。

　立地論は，適地策定型立地論と適産策定型立地論よりなる 。前者は，個別資

本を前提として，その活動に適した場所を選定するものであり ，後老は一定の

土地空問を前提として，その場に適した産業を選定するものである 。端的に言

えば，前者は個別資本の経営立地技術論であり ，後者は土地所有者等（地域計

画担当者なともふくむ）の土地利用の技術論である 。

　ここで予め言 っておきたいのは，個別資本の立地には生産立地と市場立地と

があり ，立地に際しては，たんに生産費だけでなく ，市場価格を踏まえた実現

利潤率までも問題にされなげれぱならないということである 。

　ところで，適地策定型立地論であれ，適産策定型立地論であれ，それぞれが

独自の研究領域であることは，もとより否定しえないが，それが杜会科学とし

てどういう位置にあるのかという点については，明確にしておく必要がある 。

一言でいえは，立地論が経済的諸関係をとう展開しているかという問題である 。

　適地策定型立地論は，個別資本による適地の選定を課題としているのである

が， その際，立地要因を技術的諸因子を中心に展開するだげでよいのであろう

か。 つまり ，経済的諸関係を基本的な要因として検討する必要があるのではな

いかということである 。

　具体的た例を挙げれば，　「工業用水」という立地因子を「良質で豊富な水」

として技術論的に扱うだけでよいのか，それとも実現利潤率からみて「安い
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水」として扱う必要があるのではないかという問題である 。ここで「安い水」

というのは，「高い水」でもよい。要するに，工業資本と水利権者（占有者）と

の経済的諸関係を研究対象にしておれはよいのである 。多くの場合，適地策定

型立地論が前者に留まっ ているという現状をみる時，こうした方法論的検討も

必要なのである 。つまり ，適地策定型立地論が経済的諸関係をも対象にするか

どうかという点が，杜会科学としての，つまり経済学としての経済地理学にな

っているかどうかの判断基準になるからである 。

　同じようなことが，適産策定型立地論についてもあてはまる 。

　土地所有者（占有者）と諸資本との関係が，例えぽ土地価格や賃貸料などが

研究対象にな っているかどうかという問題である 。仮に，ある土地に工場を誘

致する場合，労働者の雇用量や下請関連等について検討することになるが，そ

の際，労賃や下請価格などもあわせて研究対象としているかどうかである 。要

するに，立地因子を技術論的に扱うだげであれほ，「経済的諸関係」を抜きに

することとたり ，その限りにおいて，立地論は，杜会科学たりえないことにな

るのである 。

　もとより ，立地論としては立地諸因子を技術論的に分析することが不可欠で

ある 。そのことを否定しているわげではない。そうした諸因子の背後にある所

有関係を基礎として展開される経済的諸関係を分析するのが，杜会科学として

の経済地理学にとっ て必要であるということを言いたいのである 。

　立地論については，更に詰めておくべき問題がある 。

　近代経済学が立地論を展開するとき，それは生産費をはじめ，運送費，販売

費などの諸価格を取り扱っている 。その限りにおいては，経済学におげる独自

の研究領域をもっ ているといえよう 。げれども，そうした諸費用を単に「与

件」として敢り扱う限りにおいては，たお「経済的諸関係」を研究対象とする

杜会科学としての経済学になりきっ ていたいのではあるまいか。即ち，そうし

た諾費用も ，経済的諸関係の中では絶えず変化しているのであ って，諸資本間

の競争，諸経済主体問の競争が問題とされねぱならないのである 。

　このような競争こそは，利潤，地代，労賃とい った経済的諸範曉が交錆する
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経済的諸関係が具体的にあらわれる運動なのである 。極言すれぱ，利潤，地代 ，

労賃とい った諸範晴の概念観定を明確にしていなけれは，「経済的諸関係」を

論ずることは出来ないのである 。

　近代経済学に立脚した立地論の多くが，　「どのように立地したらよいか」と

いう個別資本の間題意識に，つまり経営技術論に留まるのは，「立地因子」を

媒介としたがら，経済的諸関係を明らかにするのではなく ，従 って，利潤，地

代， 労賃とい った諸範晴をふまえた論理を展開していないからである 。そのこ

とは，個別資本という特定の階級的な問題意識に立脚しているからであり ，立

地をめぐっ て地域におげる経済的諸関係がどう展開するのかという客観的な問

題意識ではないからである 。

　もとより ，個別資本の行動様式，ここでは立地性向とでもいうべき事につい

て， これを研究対象にしてはいげないと言 っているのではない。個別資本の総

体的論理が，杜会的総資本の論理なのであり ，個別資本の研究は，経済学にと

っては不可欠でさえある 。しかし，ｒとこに立地すれはよいか」とかｒとの産

業を誘致すれはよいか」という間題は，経営学的な検討がなされるにしても ，

むしろ政策技術論的内容のものである 。その限りにおいては，地域におげる経

済構造とその運動法則を解明する経済地理学とは，やや異質的性格をもっ たも

のなのである 。

　このようにみてくると ，立地論を内容とする近代経済学としての経済地理学

が， 経済的諸関係を客観的に明らかにする径済学としての経済地理学に接近し

ていくには，たおも方法論的に解決しなけれぼならない多くの課題をもっ てい

ると言わねぱならないであろう 。

　立地論的経済地理学の方法論的検討については，なお価格にかんする問題が

残されているが，その点については別の機会にゆずることにして，次に地域を

取り扱う近代経済学について方法論的検討を若干試みておくことにしょう 。

　地域を研究対象とする近代経済学は，最近における新しい研究動向でもある

が， それは主として地域経済学として展開されている 。

　地域経済学の内容を概観すれば，地域経済成長論と地域及び地域間投入産出
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分析論，産業立地論，地域経済政策である 。立地論の方法論については，既に

検討済みであるし，個別具体的な地域経済政策については，　般的な性格をも

たないので，ここでは割愛したい。従 って，検討すべき課題は，地域経済成長

論と地域及び地域間投入産出分析論である 。

　まず，地域経済成長論は，地域におげる経済成長を研究対象とするものであ

る。 ところで，近代経済学におげる経済成長とは，一定期問におげる経済量の

増加率，とりわげ所得の増加率を研究対象としている 。このことを地域に適用

すれば，地域経済成長論は，地域におげる所得増加率を中心課題とするもので

ある 。擬人化された特定地域の所得増加率を他地域と比較し，その差異が生じ

てくる原因等について究明することは，それなりに意義のあることである 。

　しかしながら，「地域所得」という範曉それ自体は，矛盾なき概念ではなく ，

利潤，地代，労賃などによっ て構成されている包括的概念である 。それゆえ ，

地域所得の増加率についてより深く究明しょうとすれば，地域及び地域間にお

げる資本 ＝賃労働関係をはじめ，巨大企業と中小企業との下請価格問題，農産

物価格と工業製品の独占的価格との較差問題たとの経済的諸関係について解明

しておかなげれぱならたい。だが，こうした経済的諸関係を無視するところに ，

近代経済学の基本的な特徴があるのである 。極言すれは，近代経済学が経済的

諸関係を研究対象とするようになれぱ，それはもう近代経済学ではなくなると

いう科学方法論上の間題を孕んでいるのである 。

　また地域及び地域問投入産出分析論は，特定地域のどの産業にどれだげ投資

すれば，どれだげの付加価値や所得増加が生ずるかという研究課題のもとに ，

価格表示の地域及び地域間産業連関表を利用しながら展開されている 。

　もとより ，地域及び地域問におげる産業連関を明らかにすることは，経済学

の主要な課題である 。だが，その場合でも ，地域及び地域問におげる経済的諸

関係，即ち階級関係の分析を抜きにする以上，杜会科学としての経済学には ，

なお，今一歩の距離があると言わねぱならない 。

　更に，間題とすべき点は，地域及び地域間投入産出分析を利用して，将来的

な投資計画等を策定することの是非である 。このことは，具体的な分析結果に
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もとづいて作製された連関表の数値は過去のものであり ，その評価と適用にか

んする間題である 。別の意味で言えは，地域及ひ地域問投入産出分析の意義と

限界の間題である 。

　その限界という点てまず問題になるのは，適用条件の変化ということてある 。

　第一は，地域の産業構成は絶えず変化しているということである 。従 って ，

第二に，地域及び地域問における産業連関も絶えず変化することになる 。そう

した変化については，地域及び地域間産業連関が何故そのようにな っているの

か， 変化を生じせしめた原因は何かということを明らかにしなけれぱならない 。

この考察のためには，どうしても地域における経済的諸関係についての分析カミ

必要である 。だが，産業連関表だけをもっ てしては，この経済的諸関係を十分

に明らかにすることは出来ないのである 。

　地域における経済的諸現象を数量的に把握するには，産業連関表は極めて有

効な手段であるが，これをもとにして，どこまで地域経済構造論に接近しうる

ようになるかは，今後の課題かもしれない。つまり ，地域及び地域間産業連関

表では地域における資本 ＝賃労働関係はもとより ，利潤率をめぐる資本問の諸

関係も考察の対象外におかれてしまうからである 。言 ってしまえば，それは地

域や産業（諸資本から構成される）における競争関係までも捨象して，地域をば ・

矛盾のない一つの擬人的存在として設定するという近代経済学の方法論的限界

がここにあるのである 。

　以上，地域を研究対象とする近代経済学の方法論について検討してきた。現

実の経済間題から出発した学問であるだげに，研究課題は明確であるし，その

分析手法も極めて有効たものをもっ ている 。だが，いずれも経済的諸関係を取

り扱うことにたりえたいという限界をもっ ていた。それは，まさしく現代資本

主義の経済的諸矛盾を解明しないところか，むしろこれを隠蔽するという近代

経済学　般がもっ ているイテオ ロギー的制約にかかわる問題とい ってもよいて

あろう 。

１）主として価格論が中心になるミクロ 経済学では，地域経済に関する研究をする

　ことは，地域という条件範囲の中で可能であるが，それ以上の研究分野について
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　　論及することは困難である 。せいぜい各種ｒ地域財」の設定によっ て， 価格分析

　　を具体化する方向が考えられるぐらいのものである 。またマクロ 経済学による地

　　域経済分析の方法論的問題については，本稿で基本的には検討している 。その他

　　には，資源論や公害論などがあるが，これらの学問的性格や研究方法については

　　別の機会に論及したい 。

　２）　ｒ新経済辞典』，太田正孝編，冨山房，１９４２年，３０６べ 一ジ 。

第四節　マルクス主義経済地理学の方法論概史　　その間題点

　マルクス経済学は，　「資本主義杜会の経済構造とその運動法則」を明らかに

することを研究課題としている 。抽象的規定としての「資本主義杜会」を地理

的視点，とりわげ「空間」的視点から具体化するたらは，フルショ ァ杜会の総

括としての「国家」を念頭においた国民経済におげる資本，土地所有，賃労働

という三大階級の物質的基礎を明らかにするということが課題となるであろう
。

それと同時に，国家を越えた諸資本の運動は世界経済においても展開している

し， また国民経済の中にあ っても地域経済という特殊な経済領域において運動

している 。その限りにおいて，経済学も空間的な視点からみれぱ，世界経済や

地域経済も究明すべき当然の課題である 。

　ところで，マノレクス経済学の研究は，念頭には国民経済を念頭に置きつつも ，

抽象的資本主義杜会を対象とする経済学であり ，それもｒ資本論』を中心にし

て展開されてきた。レーニソの『帝国主義論』およびｒロシァにおける資本主

義の発展』とい った創造的研究があるものの，こうした「空間」性に関する研

究や自然的条件にかかわる研究は相対的に弱か ったと言えよう 。とりわげ，レ

ーニソの『ロシアにおげる資本主義の発展』は，地域経済分析方法論，地域的

分業論，国内的経済編成論，市場論，外国貿易による地域経済への影響なとを

検討する場合の理論的宝庫をなしているにもかかわらず，マノレクス主義経済地

理学の研究には十分に生かされているとは言い難い 。

　他方，レーニソのｒ帝国主義論』は，世界におげる独占的領域（植民地）と
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その再分割をめぐる帝国主義戦争の必然性を明らかにしたものであるが，これ

はホラビソの『経済地理概論』（１９２３年，ロソドソ。邦訳は１９２８年）にきわめて大

きた影響を与えた 。

　マノレクス主義経済地理学が大きく発展したのは，１９３０年代に入 ってからのこ

とであり ，それは杜会主義の建設という実践過程をつうじてであ った。その成

果は，橋本弘毅氏による『経済地理学の方法論』（１９３４年，叢文閣）およぴ『経

済地理学の諸問題』（１９３６年，叢文閣）の翻訳というかたちで目本にもたらされ

た。 すでに，軍国主義のもとで ，反共的な風潮の時代に，このような翻訳が刊

行されたということは，多くの伏行や伏字があるとはいえ，一つの奇蹟であり ，

　　　　　　１）
驚異でもある 。この二冊の書物に依りつつ，ソ連におげるマルクス主義経済地

理学の発展動向を整理しておこう 。

　まず，マノレクス主義経済地理学の課題としては，資本主義諸国におげる経済

的諸矛盾を分析すること ，　「杜会主義建設の計画遂行に役立てる科学」として ，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２）
「生産配置に関する科学」の二つが提起されている 。

　そして内容的にみて極めて重要たことは，経済地理学の方法論としてヘット

ナー主義の自然決定論をはじめ，観念的地方分布論，自然発生的地理的分業論 ，

自然条件にもとつく経済地理区分論，杜会主義と資本主義という生産様式の相

違を無視した生産力配備論，くわえて個性記述的経済地理学や中心地理学など

について克服すると同時に，生産の地理的配備論や都市 ・農村関係を重視した

ことである 。とりわげボクタソチ コフが指摘した「レーニソは，生産関係の類

型の差異，生産部門の杜会的及ひ経済的構造の差異，発展速度の差異，各地区

の専門化及びそれらの相互関係をもっ て， 経済地区を分類するための基礎とし
３）

た。 」というｒ生産関係」視角を強調した一文は，経済地域区分をはじめ経済

地理学の発展方向を考えるうえで大きな役割を果たすものであ った 。

　この一文は，資本主義を対象とする経済地理学の研究方向として継承され ，

ワシ ューチソによっ て具体的に提起されることとな った。すなわち，ワシ ュー

チソは経済地理学の研究方向を，資本主義諸国およぴそれの各地区における

「（イ）経済組織の特殊性，（口）それらの生産力の発展水準と発展のテソポ，生産の
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部門的構成（基本的工業部門，農業，運輸），それの配備，自然的諸条件，そ

れらの利用の程度と性質，い他の諸国及ぴ諸地区との経済的相互関係，対外貿

易， 資本輸出，一部の国及ぴ地区に依る他への抑圧，資本主義諸クノレープ問の

　　　　　　　　　　　　　４）
競争戦，等々」としたのである 。

　さらに彼は，経済地理学におけるｒ対象と方法にかんする間題，生産力と生

産関係との相互関係にかんする間題，地理的分業　般に関する問題，自然的環

境の杜会発展に及ほす影響にかんする問題」の重要性を指摘すると同時に，フ

ルジ ョァ経済地理学を批判するのあまり ，「経済地理学の種別性の絶滅，具体

的資料の忘却，地図の忘却，自然富源及び自然諸条件の無視」をはじめ，　「生

産力の部門におげる技術 ＝経済的計算の役割を無視」するとい った清算主義的

な方向についても厳しく批判することを忘れていない。つまり彼は，研究課題

と研究手法を明確に区別しており ，課題を強調するの余り ，その手法まで忘却 ，

無視することを戒めているのである 。換言すれぱ，生産関係や経済的諸関係を

重視しすぎて，自然的諸条件や生産力視点を欠落することに対する警告でもあ

ったのである 。

　言 ってしまえぱ，１９３０年代初頭のソ連におげる経済地理学の発達は，杜会主

義の建設途上において障害とな った非科学的な諸理論との闘争をつうじてであ

った。その結果，経済地理学の研究対象は，ひとしく　「生産力の配置の法則

性」を明らかにするものであるとしながらも，資本主義体制を対象とする経済

地理学においては，経済的諸関係およびその基本をたす生産関係の重要性がと

りわげ強調されたのである 。それと同時に，杜会主義を対象とする経済地理学

の研究課題が「生産力の杜会主義的配置法則」を解明するものであると規定さ
　　　　　５）
れたのである 。

　この杜会主義を対象とした経済地理学の課題は，第二次大戦後も継承され ，

ソ連や東独においても ，　「生産の地理的配置」ということが主たる課題にな っ

　　　６）

ている 。

　こうした経緯を踏まえて，戦後の目本でも１９６０年以降，急速にマノレクス主義

経済地理学が展開されることにな った 。

　　　　　　　　　　　　　　　　（ユ７８）
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　小林新氏は，前出のポグダソチ コフが，経済地理学の研究課題を「生産力の

配備」および「相異なる杜会的発展段階におげる人間の自然的事情にたいする

関係」としたのは，なお未完成であると批判し，径済地理学の課題を「生産方

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　７）
法の地域的配置と ，人問が自然を克服する過程である」とし，その研究対象を

，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　８）
「生産方法の地理的配置（世界的配置）と ，その配置を決定した歴史的特殊性」

としたのである 。

　だが，ここでは小林氏に若干の誤解があ ったようである 。経済地理学の研究

対象を世界的規模のものとしてのみに限定していることが第一の誤りである 。

しかし，決定的な誤りは以下のことにある 。

　ボグダソチ コフは，　「生産力一これを生産関係との弁証法的統一において把

握せねばならぬ一の配備，総体としての杜会的生産の配備における諸法則の研
　　　　９）
究と定立」とし，生産力だげでなく ，生産関係の考察もあわせて重視したので

あっ た。 だが，小林氏は，　ｒ生産力と生産関係との弁証法的統一」という文章

表現を「概念としての統一」であるとし，かつまた，それがあたかもｒ生産方

法」であるかのように誤解してしまっ たのである 。彼が誤解する原因とな った

のは，マルクス主義径済学の対象をｒ経済的発展の一生産方法の発展一それぞ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１０）
れの段階における法則を，弁証法的な形で把握する」としたことにある 。

　たしかに，労働過程におげる生産力と生産関係とを弁証法的に統一した範晴

は， 「生産方式」（Ｐｒｏｄｕｋｔ１ｏｎｓｗｅ１ｓｅ）である 。しかし，この範晴は，直接的生産

過程についてのみに妥当する ’ものであり ，生産手段の私的所有に規定された分

配関係まてを包摂した概念ではない。分配関係：二次的生産関係，つまり「経

済」の総体制としての範晴は，「生産様式」である 。もとより ，経済学の研究

対象は労働過程におげる範曉の「生産方法」だげに限定されるものではない 。

流通を含む再生産論や利潤をめぐる諸資本間の競争も，当然のことながら経済

学の研究対象になるのである 。したが って ，経済地理学の研究対象も「地理」

的な関連をもつ限りにおいては，こうした二次的生産関係，つまり経済的諾関

係をも研究対象としなげれぱならない。経済学の研究対象を「生産方法」に限

定した小林氏は，結果としてワシ ュー チソによっ て提起された経済地理学の豊

　　　　　　　　　　　　　　　　　（１７９）
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富た課題を「生産方法」というきわめて限定された内容に閉じ込めてしまっ た

のである 。

　さらにまた，小林氏が「生産方法の地理的配置」というとき，　「資本主義的

生産方法」という指標から間題に接近するとなれぱ，資本主義杜会におげる地

域区分を国内において行うことができない。そのことから，小林氏は，経済地

理学の空問的範囲を生産様式のことなる杜会主義や資本主義あるいは植民地が

存在している「世界」に求めさるをえなか ったのである 。その結果，国内にお

げる地域及び地域問におげる生産力の分布とそれにかかわる経済的諸関係の間

題は既に指摘しておいたように，研究対象外に置くことにな ったのである 。

　ところで，杜会主義におげる経済地理学の成果をふまえながら，生産力と生

産関係を統一した範曉がｒ生産様式」であると正しく認識して，マノレクス経済

地理学の研究方向を示したのは，鴨沢巌氏であ った。鴨沢氏は，　「生産力の状

　　　　　　　　　　　１１）
態と生産関係との相互関係」をふまえながら，　「地域の特性一地域性のありか
　　　　　　　　　　　　　１２）
た， 発展のしかたを追究する」こと ，氏の文章を借用すれば，　ｒ生産の地理的

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１３）
特性」つまり「生産の地理的配置」を明らかにすることを，経済地理学の研究

課題としたのである 。

　だが，鴨沢氏は，生産様式という概念には，二次的な生産関係（分配関係）も

含まれているという理解が不充分であ った。もし，そのようた理解ができてい

たのであれは，再生産や利潤なとも含めた経済的諸関係が地理的にとう展開し

ているかとい った間題についても言及する必要があ ったであろう 。歴史発展の

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１４）
法則において，「生産力が生産関係にたいしてより根源的た地位を占めている」

ということは理解していても ，杜会科学としては，まさしく流通，分配関係を

も含む生産関係，つまり経済的諸関係こそが，経済学の，したがって経済地理

学の基本的研究課題であるという認識が不十分であ ったのではないかとおもわ

れる 。そのために，目に見えるものとしての生産力が地理的にどう配置されて

いるかという点に問題意識が集中し，経済地理学の研究課題をｒ生産の地域的

特性」の究明ということにしてしまっ たのではないかと推測されるのである 。

　な抽，この鴨沢氏による研究課題の設定にかかわ っては，「地域的特性」と

　　　　　　　　　　　　　　　　（１８０）
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「地理的配置」とが統一的に把握されておらず，経済地誌をあまりに重視して
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１５）
いるという批判がたされていることも付記しておきたい 。

　鴨沢氏の所説については，以上のような問題点があるものの，氏が「生産」

というとき，それは生産力と生産関係とを統一して把握しようとしていたこと ，

つまり生産力の地理的展開にともな って，生産関係の地理的展開があるのだと

いう認識があ ったこと ，あわせて，生産→流通→分配という経済過程の中心に

「生産」を位置づげしたことも ，史的唯物論の基本的理解に基づいた方法論的

接近として評価しておかなけれぱならない 。

　以上のようなことを念頭におきながらも，問題として検討しなけれはならな

いのは，経済地理学の研究課題を「生産の地理的配置」としてよいかとうかと

いうことである 。このような問題提起をするのは，資本主義を研究対象とする

経済地理学では，杜会主義を研究対象とする経済地理学がもっ ている研究課題

とは異たるのではないかということを考えるからである 。また，仮に，　「生産

の地理的配置」を研究課題とするならぼ，その具体的た研究内容はどのようた

ものになるかという問題でもある 。

　この点では，マノレクス主義経済地理学の理論的体系化という課題が生じてく

るが，この課題にたいして一つの試案を提起したのも鴨沢氏であ った。その内

容を簡単に示すと ，以下の通りである 。

　「１．経済地域区分の方法，指標の選定，指標の相互関係 。

　　　　　（中略）

　　２．各経済地域における生産の地理的配置の特徴 。

　　　　　農業，工業，運輸等の配置とその相互関係の特徴 。

　　３．人口 ・労働力の質と量の配置の特徴 。

　　４．　自然条件や資源の地理的配置の特徴。（中略）

　　５．諸経済地域問の諸関係。（中略）

　　　　　　　　　　　　　　１６）
　　６．経済地誌の方法。（後略）」

　この研究内容をみると ，〔１〕と〔６〕は地域経済分析の方法にかかわる課題で

ある 。また，〔２〕 ，〔３〕 ，〔４〕においても「地理的配置の特徴」が，つまり地

　　　　　　　　　　　　　　　　（１８ユ）
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域経済の構成要因についての「特徴」を析出することが問題とされているので

ある 。そして〔５〕の諸経済地域問の諸関係というのも ，地域を主体とした「地

域間の諸関係」であ って，「地域間におげる経済的諸関係」，判り易く言えぱ ，

「地域問におげる階級関係」がとう取り扱われるのかとい った問題，また特定

地域におげる生産関係の総体としての経済構造の間題は，この体系の中ではど

うな っているのかという問題があるのである 。端的にいえぱ，鴨沢氏が強調し

た「生産関係」がどこで研究課題になるのかが，具体的な形では明らかではな

いのである 。かくして，鴇沢氏が提起した研究内容は，全体として地域経済分

析的性格が濃厚である 。この点は旧来の地理学がもっ ていた分析的性格が強く

作用していると言 ってよかろう 。したが って，鴨沢氏の研究目的が「地域の経

済的地理的特性の科学的記述」であり ，経済地誌的方向にあるとして，のちに
　　　　　　　　　　　　　　　１７）
問題とされることにたるのである 。

　鴨沢氏が経済地理学の方法として「生産関係」を強く主張したことは，当時

の経済地理学界においては，極めて斬新であり ，かつ進歩的な役割を果たした 。

それは，地理学としての経済地理学から，経済学としての経済地理学へ質的な

転換を提起するものであ った。だが，氏によっ て具体的に提起された内容は ，

われわれが先にみたワシ ューチソの提起内容から，　「経済的相互関係」や「一

部国及ぴ地区に依る他への抑圧」あるいは「資本主義クノレープ間の競争戦」と

いっ た経済的諸関係を欠落させることにた っているのである 。この点では，せ

っかく「生産関係」の重要性を強調した鴨沢氏がなぜにこのような「特性検

出」的な内容にしてしまっ たのか，問題の残るところであろう 。いずれにせよ ，

本節では，「生産関係」視点を経済地理学の体系の中にどう据えていくかとい

う課題が残されたということである 。

１）　ちたみに，この書物は，ソ連における杜会主義的計画経済の方法をわが国の戦

　時計画経済の参考にするという意義が認められて刊行許可されたらしい。（故吉

　村正晴教授談）

２）『経済地理学の諸問題』，１３０ぺ一ソ。ヤ　フェイギソｒ経済地理学におげるフ

　ノレジ ョア理論について」 。

３）　同上，３６べ一ジ 。

　　　　　　　　　　　　　　　（１８２）
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　同上，ヴ ニ・ エフ ・ワシ ューチソｒ経済地理学の現状と当面の任務」，２４～２５

べ一ジ 。

　同上，エスニス ・デティーナ，「ソ連邦杜会主義的生産力部署の法則性」，１３１

ぺ一ジ 。

　例えぱ，Ｇ ．シ ュミットー レソナー『経済地理学基礎理論』（原書は１９６１年の刊

行， 経済地理学研究会訳，古今書院，１９７０）の６～９ぺ 一ジには，近年のソ連お

よび東独における経済地理学の研究課題が紹介されている 。

　小林新，『経済地理学序説ｊ，目本評論杜，１９６０，１５４～１５５ぺ 一ジ 。

　同上，１６５ぺ一ジ 。

　『径済地理学の諸問題』，ポクタソチ コフ ，１３へ 一：■ 。

　小林新，前出，１３７ぺ 一ジ 。

　鴨沢巌『経済地理学ノート』，法政大学出版局，１９６５，９４べ 一ジ 。

　同上 。

　同上，９７べ一ジ 。

　同上，９４べ 一ジ 。

　矢田俊文，「経済地理学の課題と方法」，『目本資本主義の地域構造』（汐文杜 ，

１９７５）所収，１５～１７べ 一ジ 。

　鴨沢，前出，１０２～１０３ぺ一ジ
。

　矢田俊文，前出，３７べ一ジ 。

第五節　「地域構造」論と経済地理学の体系化問題

　資本主義を研究対象とするマノレクス主義経済地理学の方法論的研究は，杜会

主義諸国では大きく発展することがなか った。また目本においても ，　ｒ生産関

係」視点をどう経済地理学の中で展開するかという研究は停滞気味であ った 。

ユ９６０年代の後半からは，ドラスチ ックに進行した遇疎 ・過密とい った地域経済

の破壊に目がむげられ，具体的な地域経済調査やその分析に力が注がれたとい

うこともある 。こうした状滉の中にあ って ，野原敏雄，森滝健一郎，矢田俊文

などの各氏によっ て共同提起された「地域構造」論は，経済地理学の体系をど

のように設定し，「生産関係」視点をどう具体化するかという課題に，一つの

方向性を与えるものであ った。その具体的成果が，「現代目本資本主義の地域

　　　　　　　　　　　　　　　　　（ユ８３）
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構造』（汐文杜，１９７０）である 。この書物の序章ｒ経済地理学の課題と方法」は

矢田俊文氏が担当しており ，以下では，このｒ序皐」に隈定して検討していく

ことにする 。

　さて，矢田氏は，この「序章」において旧来のマノレクス主義経済地理学が展
　　　　　　　　１）
開してきた方法論について，その 、鼠義と限界を明確にしつつ，その総括として

次のような経済地理学の研究分野を提起している 。

　ｒ生産配置，経済地域論，国土利用論，地域経済政策論の四つの研究分野が

経済地理学を構成するものである 。これらが有機的に統一されてはじめて国民

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２）経済を対象とした経済地理学の体系化が可能とたると考えられる 。」とし，さ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２）らに「これらの四分野を総括した場合の経済地理学の　般的対象規定」として ，

「経済の地域構造の解明」ができると定義しているのである
。

　矢田氏によっ て提起されている経済地理学の体系が，何故かかる四つの研究

分野から構成されねはならたいのか，これらの相互関係はとうた っているのか ，

その点については論理的な整理がなされていない。ある意味では，これまでの

経済地理学が伝統的に取り扱かった研究分野を集合させたものであるといえる

かもしれない。それはそれで一定の意味をもっ ている 。経済地理学の体系化が

進まないと ，経済地理学の研究がなにも出来たいということにはたらたいから

である 。またある意味では，経済学的な経済地理学としての体系化では，旧来

の経済地理学が研究課題としてきた分野を包摂出来たいのではないかという問

題意識があ ったのかもしれたい。その点に関しては，たお今後において検討し

ていくべき間題であろうかと考える 。以上のようた問題点をもちながらも，矢

田氏による経済地理学の体系について検討する場合には，氏が提起している四

つの研究分野の具体的な内容について知っておく必要がある 。まず，その点か

らみていくことにしよう 。

　矢田氏によっ て提起されている四つの研究分野の第一は，　「生産配置論」で

あり ，それは，「生産（と分配）の地理的配置」を研究するものとた っている 。

そしてこの分野では，　「生産諸関係と密接に関連したがらの生産諸力の地理的
　３）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３）
配置」を研究する分野と「生産された価値部分の分配の空間的分布」（資本と所

　　　　　　　　　　　　　　　　（１８４）
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得の地理的分布）を研究する分野とを包摂するというもので，　「基本的には，資

本主義杜会におげる産業部門の間の不均等発展の解明と同一産業部門内におげ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　４）る資本の空間的運動つまり立地運動の解明が要となる」としている
。

　つまり ，ここでは産業部門問の不均等発展をはじめ，同一部門内部における

諾資太の畿争を会頭に尖いた「生産★地論」が，主たる硯空谷野にた つそし 、る

のである 。

　確かに，矢田氏は，産業立地に関連させて産業間の，そして同一部門内部で

の資本競争という「経済関係」視点を導入している 。その限りにおいては，従

来の立地論の論理的水準を凌駕していると言えよう 。だが，産業立地に関連さ

せて「経済関係」を考えるのであれぼ，資本関係だけでなく ，立地する対象で

ある土地の所有者との関係や水資源との関連では水利権者との関係，あるいは

賃金という立地要因との関連では賃労働との関連もまた研究対象とすべきであ

っただろう 。矢田氏にとっ ては，自明のことであるかもしれないが，少たくと

も研究対象を資本関係だげに絞ってしまうことは誤りである 。方法論的にみて ，

ここで問題になるのは，産業立地にともな って展開される複雑な経済的諸関係

をいかに整合的に把握していくかという順序だてであろう 。実現利潤率（市場

利潤率）との関連まで含めるとなれぼ，市場についての考察も必要であり ，価

値論も市場生産価格論まで上向して展開されたけれぼならないであろう 。

　以上のような問題があるにしても ，矢田氏がまず提起した研究分野は「生産

立地論」を要としながら，経済の空間的分布，つまり経済の地理的配置がどう

展開されるかという課題であ った。内容的にもっと簡潔に表現すれぱ，資本関

係をふまえた経済地域編成論とでもいうべきものであ ったのである 。

　矢田氏が提起した第二の研究分野は，　「経済地域論」であるが，これは三つ

の研究課題から構成されている 。

　第一の課題は，地域的分業によっ てｒ経済地域」が形成されるが，この「経

済地域」の区分を研究課題とするものである 。第二の課題は，各「経済地域」

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　５）
の相互関係，つまり「経済地域間の対立ないし支配 ・従属関係の解明」が研究

課題とされている 。これを内容的にみると ，工業地域による農業地域の，大都

　　　　　　　　　　　　　　　　（ユ８５）
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市による地方の収奪機構を，つまり金融，地代，租税などとい った経済的諸範

曉の地域問移動，即ち本杜機能，金顧機構，国家機関による資金 ・所得の地域

問移動の分析が研究課題とされている 。

　だが，この課題は第一の研究分野との関連ではどうなるであろうか。すでに

みておいたように，第一の研究分野は，生産立地論を機軸とした経済地域編成

論であ った。そこでは，「生産（と分配）の地理的配置」が課題であるとされ ，

また「生産された価値部分の分配の空問的分布」もその一つの課題とされてい

た。 このことと関連させて第二の課題を考えると ，第　の研究分野では，商品

の地域的移動が課題になり ，第二の研究分野の第二の課題では，非商品の地域

的移動が課題とされているようである 。いずれの課題も「地域移動」が研究対

象にた っているのである 。だとすれば，第一の研究分野では，　「生産（と分配）

の地理的配置」では，生産と商品の地理的流通を課題にしているとみてよいで

あろう 。だとすれば，第一の研究分野では，　「分配」を排除して生産過程だげ

の論理的次元に限定しなか ったのは何故かという問題が生じてくる 。また同じ

ことの裏返しであるが，第二の研究課題では，何故「分配の地理的配置」や

「分配の空問的分布」とい った流通過程の問題が排除されたのかという間題が

生じてくる 。

　このことは，まさか矢田氏が「分配」と「生産関係」という概念を混同した

わげでもあるまいから，商品流通と非商品流通とを区別したと考えざるをえた

いのである 。しかし，そうたると「経済地域問の対立たいし支配 ・従属関係」

という第二の課題から，何故商品流通が欠落することになるのかが，理解出来

ないことにたる 。市場生産価格論の次元でも ，商品流通をつうじた支配 ・従属

関係がありうるからである 。

　したが って，ここでの問題は，地理的に展開される資本の生産過程という論

理次元と資本の地理的な流通過程という論理次元，さらには諸資本，土地所有 ，

賃労働とい った資本主義を構成する基本的二大階級の経済的諾関係の総過程が

地理的にどうあらわれるかという論理次元とをいかに整合的に論理展開するか

という課題が，ここで提起されていると前向きに考えていく必要があろう 。

　　　　　　　　　　　　　　　　（１８６）
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　さて，第二の課題そのものについてみると ，　「経済地域問の対立ないし支配

・従属関係の解明」とな っている 。矢田氏がここでい っている「経済地域」と

いう概念については後に検討するとして，その典型としては，おそらく「都市

と農村の対立」であろう 。この場合でも ，抽象的な「都市」と「農村」が対立

しているわげではなく ，各地域杜会を内的に構成している基本的階級相互間の

経済的対立関係を現象的に表現しているに過ぎず，「対立」，「支配 ・従属」と

いうのもかかる経済的諾関係として把握しておかなげれはならない。この点に

かんしても ，抽象な範時から具体な範醸への上向過程において，なお内容を豊

富化していくという課題が残されているように思う 。

　矢田氏が第二の研究分野において提起する第三の課題は，　「経済地域内部の

　　　　　　　６）
経済構造の解明」である 。

　ある特定の経済地域の内的経済関係とその運動法則を解明するということは ，

地域経済論の基本的研究課題である 。周知のように地域経済論では「特定の地

域」という空間的な枠を設定して，国民経済とは一定の領域区分をおこな って

いる 。もしも，経済地理学が「地域」におげる内部的経済構造を解明するとた

れぼ，経済地理学は国民経済だげでなく ，地域経済をも研究対象とすることに

なる 。そのこと自体には問題はない。しかし，経済地理学を国民経済という空

間的た枠の中で展開するというように限定するのであれぱ，これは経済地理学

の領域というのか，その空問的枠を取り外すことになりはしないであろうか 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　７）
あえて云えは，「地域構造」を「杜会的総資本の再生産構造の地域配置的側面」

として，ｒ杜会的総資本」の次元で問題を取り扱う限り ，ｒ経済地域内部の経済

構造」を解明することはできないのではあるまいか。そうなると ，経済地理学

は国民経済学なのか，それとも地域経済学なのかという問題，あるいはその両

方の性格をもっ ているのだという別の見解も生じてくるであろう 。この点につ

いては，なお検討してみるべき課題として残しておくことにしよう 。

　矢田氏が提起した第三の課題については，むしろ次のことが間題にたる 。つ

まり ，矢田氏が「経済地域」をとういう概念として把握しているかということ

である 。ここで氏は，川島哲郎氏の「地域経済」という概念を援用してくるの

　　　　　　　　　　　　　　　　　（１８７）
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である 。ちなみに川島氏の「地域経済」の概念観定は次のようなものである 。

　「つねにその地域内部におげるある程度の経済上の機能的統一が前提される

　’’ つまり生産，流通にかんする核をもち，ある範囲の経済の地域的循環が
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　８）
独立して行われる場合に，はじめて地域経済が成立する 。」

　はたして，この概念は客観的た規定と言えるであろうか。「地域経済」をぱ ，

国民経済内部の地域的構成部分と抽象帥こ規定する立場からするたらぱ，「地

域的循環の独立」という条件付きの「地域経済」という概念揚定は，いささか

窓意的ではないかと思われるのである 。もともと ，　「地域経済」というのは ，

「世界経済」，「国民経済」もしくはｒ国家経済」などの諸概念とならんで，経

済構造の空間的大きさを表わす概念である 。だから，ｒ地域経済」というのは ，

「国家領域の地理的 ・空間的構成部分の経済」のことであり ，簡単に言えは ，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　９）
「ある特定地潮こおける経済」のことなのである 。

　従って，ある特定の地域において，独立した経済循環があろうとなかろうと ，

「地域経済」の概念規定には全く間題がないのである 。もし仮に，「経済地域」

をぱ，「経済の地域的循環が独立しているという場合」とし，この「経済地域」

だけの内部構造を経済地理学の研究対象とするのであれは，そうした地域的経

済循環が独立していたい地域については，経済地理学なり地域経済学の研究対

象にすることが出来なくなるのではあるまいか 。

　さて，矢田氏の「経済地域」という概念が，川島氏の規定するｒ地域経済」

と同じであり ，その非合理性を明らかにしえたとしても ，　「経済地域」という

概念そのものについては，なお検討すべき間題が残されている 。しかし，いま

「経済地域」とは何かということについて議論する余地はない。むしろ，その

ような「経済地域」という概念を設定することの意義たりを検討することが急

務かとも考えている 。

　第三の課題にかかわ っては，もう一つ検討すべき問題があるように思う 。そ

してこの間題は，前出の間題ともかかわ っている 。問題というのは，　「経済の

地域的循環」と「地域の経済的循環」とが，同じかどうかという間題である 。

このことは，先に矢田氏が，川島氏の「地域経済」という概念を用いて，　「経

　　　　　　　　　　　　　　　　　（１８８）
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済の地域的循環」を問題としていたけれども ，われわれはそれと対比するよう

たかたちで「地域の経済的循環」という表現を用いてきた。経済地理学カミ国民

経済学か地域経済学かとうかという問題も ，この点に関連がありそうである 。

そこで，この両者の内容を比較してみると ，「経済の地域的循環」という場合

には，　「生産，流通，分配」を内容とする「経済」が，どのようた地域範囲で

循環しているかということであり ，資本主義のもとでは，貨幣資本，生産資本 ，

商品資本が空問的にみて，どのような地域で循環しているか，つまり ，その地

域的た拡がりが間題とたる 。これに対して，「地域の経済的循環」とは，前者

とは違 って，ある特定地域を前提として ，諸資本がどのように循環しているか

という問題になる 。従 って，後者の場合には，地域内部におげる経済循環だけ

でなく ，地域外との経済循環も含めて研究対象とすることになる 。このように

みてくると ，前者は国民経済学の研究課題であり ，後者は地域経済学の研究課

題であるかのようにみえる 。そして両者が一致するのは，地理的に完結した再

生産構造をもっ ている「経済地域」という概念を設定している場合だげという

ことになる 。

　もしも「経済地域」なるものが地理的に完結した再生産構造を，別の表現を

すれば，　「経済の独立した地域循環」をもっ ているのであれば，近代経済学が

研究対象としている地域問産業連関のような問題は，この研究分野から除外さ

れることになる 。もっとも ，地域問における経済問題は，すでに第二の課題と

して設定されているので，　「経済の地域的循環」にかんする問題は，地域内部

におげる諸資本の循環だけを課題としたもの，別の表現をすれぱ，地域内部の

経済構造だけを解與するものであるとなるのであろう 。もしそうだとすれぱ ，

第三の研究課題は，国民径済という空問的な枠を前提としながらも ，いくつか

の「独立した地域的循環」を持つ個別「経済地域」，つまり「地域経済」とい

う空問的な枠を設定した研究，即ち地域経済学として展開することになるので

はあるまいか。つまり ，国民経済学として「経済地域の内的構造」を解明する

ということは，論理次元からみて一定の限界があるということを知らなげれぼ

ならない 。

　　　　　　　　　　　　　　　　（ユ８９）
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　その点に関して，もう少し言及しておこう 。矢田氏は「経済地域」という概

念を「独立した経済循環をもっ た地域」と規定しているのであるから，そうし

た「経済地域」が国民経済，あるいは国家経済において，空間的にみてどれ程

の大きさのものであるかということが問題になる 。この「経済地域」が「独立

した経済循環」をもっ ている以上，具体的には，少なくとも市町村 レベノレ，あ

るいは都府県 レベノレのものではなく ，関東圏や関西圏とい った規模のものであ

ろう 。だが，そうした規模のものであ っても ，それは，国家的概念のもとに包

摂される国民経済の枠とは異質のものであり ，やはり「地域経済」的な枠のも

のとして論理展開されるべきなのである 。つまり ，第二の研究分野では，国民

経済的次元の間題と地域経済的次元の問題とが混在しているのである 。念のた

めに断っておくが，経済地理学の研究課題として，国民経済的及び地域経済的

課題が存在していることを問題にしているのではなく ，　ｒ一つの研究分野」に ，

論理次元のことた った「二つの課題」が含まれていること ，従 って，経済地理

学の体系化のためには，この両者をどう整理していくかということを問題とし

ているのである 。

　以上のような諸論点を踏まえながら，矢田氏が第二の研究分野として提起し

た三つの課題を整理してみると ，第一の課題は，　「経済地域」の区分問題であ

り， 第二に「経済地域」問の経済関係，第ヨこｒ経済地域」の内的構造を解明

するということになる。換言すれぱ，諾資本の再生産が完結した地域で行わ

れている「経済地域」たるものを設定し，そうした「経済地域」問および「経

済地域」内部の経済循環を解明するものであ ったと言 ってよかろう 。現実には

国民経済の中でそのようた「経済地域」を具体的に区分することと論理的に抽

象的な「経済地域」を設定することの間には大きた距離がある 。しかし，矢田

氏が概念規定している「経済地域」とは違った内容の「経済地域」，あるいは

「経済地域」の諸類型を理論的に設定したがら，経済地理学におげる理論構築

やその体系化を進めていく上では極めて有効た方法であると考えざるをえない 。

その際に大切なことは，繰り返し述べることになるが，　「経済地域」の概念設

定をとうするかという問題である 。つまり ，認識から実践にいたる現実過程に

　　　　　　　　　　　　　　　　（ユ９０）
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おいては，自己完結的な「経済地域」ばかりが研究対象になるのではない。現

実におげる個別地域経済分析や個別地域経済政策の策定では，　「経済の地域的

循環」が独立していない漁村や旧産炭地域などでも行われているからである 。

従っ て， 矢田氏の言う「経済地域」なるものの設定が理論構築の上で，どこま

で有効かという問題は残るとしても ，地域経済分析や地域経済政策の策定にか

かわ っては，自ずから限界があることを認識しておかねばならない。この点に

限っ て言えぱ，杜会科学としての経済地理学では，地理学のようにｒ経済地

域」の区分をその独自的研究課題としているのではなく ，あくまでもそれは研

究手段の一つにすぎないということを再確認しておかなけれぱならない 。

　矢田氏が提起した経済地理学の第三の研究分野は，　「国土利用論」である
。

これは，ｒ自然と人類の関係」，ｒ環境と人類の関係」，ｒ環境と住民との関係」

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１０）
を視点として，国土利用論，資源論，災害 ・公害論の三つから構成されている 。

　矢田氏が言うように，　「この分野の個別的研究の一定の蓄積にもかかわらず ，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１１）
これを総括した研究方法論がほとんどなく……云々」という指摘は，おそらく

その通りだと思われる 。

　これらの課題は，確かに重要である 。だが，その課題に関連して，ある一つ

の学間体系が構築できるかとうかという間題とは別問題である 。なせなら，そ

れぞれの学問体系は，ある事象に関連する諸法則を理論化し，そうした諸理論

を体系化することによっ て， はじめて一つの学間体系として構築するものだか

らである 。従 って ，これらの諸課題はそれぞれに重要であるとしても ，それら

の内的連関を無視して，一つの学問体系，あるいは一つの研究分野とすること

は出来たい。つまり ，国土利用にかかわるこれらの諸課題の内的関連をみれぼ ，

自然科学や政治学，杜会学などの総合的なアプ ローチが必要であり ，ひとり経

済学だげで接近できる間題ではない。あえて経済学の一分科としての経済地理

学が，これらの課題に取り組むとすれぼ，少なくとも次のような限定が必要で

はないかと思う 。即ち，これらの課題について経済学という限定された視点か

ら接近するか，あるいは国土の経済的利用論，資源経済論，経済的災害論とい

ったように，課題そのものについて最初から限定しておく必要がある 。従 って ，

　　　　　　　　　　　　　　　　（１９１）
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こうした課題を経済地理学の独自的課題として包摂してしまうには，たお検討

すへき問題が残されていると言わねはならたい。繰り返し述べておくが，課題

の重要性や学際的研究を否定しているのではなく ，経済地理学の独自的研究分

野として国土利用論を包摂してしまうことの難点を言っているのである 。

　矢田氏が提起する第四の研究分野は，地域経済政策論である 。

　この研究分野について，矢田氏は，　「以上の三分野の理論的，実証的分析の

上に立った地域経済政策の研究である 。これは，生産配置の展開，経済地域の

形成，国土利用の展開と国家の地域政策を中心とした諸政策との関連を解明す
　　　　　　１２）
るものである」としている 。

　地域経済政策を，経済地理学の一つの研究分野とするという点については ，

全く間題がたい。ただ，ここでわれわれが指摘したいのは，矢田氏の場合には ，

研究分野と科学体系とが混同されているのではないかということである 。つま

り， 前の三つの研究分野である「生産配置，経済地域，国土利用論」というの

は， その問の相互関係が必ずしも明確ではないという難点をもちながらも ，研

究対象の具体的な内容をもっ ているのに，第四の研究分野だげは，現実におげ

る認識実践過程に属するｒ政策」という異質の領域だからである 。

　われわれの見解では，経済地理学の研究分野としてｒ地域経済政策」を設定

するのであれぱ，認識→実践という現実過程に対応するものとして，他の研究

分野は必然的に「地域経済理論」および「地域経済分析」として提起されるべ

きであると考えるのである 。だが，周到にも矢田氏の提起では，　「地域経済政

策」ではなくて ，　「地域経済政策論」とな っているのである 。この点が徴妙な

点であるが，　「理論的，実証的分析の上に立った地域経済政策の研究である」

としていることからみても ，　ｒ地域経済政策」を策定するのではなく ，　「政策

の研究」，つまりｒ政策論」とな っていると理解してよいであろう 。その意味

からすれぱ，矢田氏は認識実践過程における次元の混同をしているのではなく ，

「理論」について展開しているのだということが判る 。そうなると ，経済地理

学の体系として，「地域経済分析」や「地域経済政策」はどうなるのかという

別の問題が生じてくる 。
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　次に問題となるのは，地域経済分析論や地域経済政策論についてであるが ，

具体的な地域経済分析や地域経済政策の多くは個別的淀ものであるだけに，こ

れをいかに理論化していくかは困難の伴うところである 。　ｒ分析論」やｒ政策

論」という理論化は，なんらかの法則を把握して特殊的には理論化することが

出来るかもしれないが，内容的には技術的か，あるいは手法的たものにな って

しまうのではあるまいか。この点を理解するならぼ，やはり地域姪済理論との

対比で，　「分析」や「政策」として提起すべきであ ったと思われるのである 。

　この点についてはもう少し検討を深めておこう 。矢田氏は第四の研究分野を

提起した際に，　「生産配置，経済地域論，国土利用論」という三つの研究分野

の「理論的，実証的分析の上に立って」という表現を用いている 。この一文を

文字通り理解すれぼ，「理論的分析」とｒ実証的分析」とを併記していること

になる 。　ｒ実証的分析」という用語はともかく ，ここで注意しておかねぱなら

ないのは・　「理論的分析」という用語の内容である 。つまり ，　「実証的分析」

の際には，正しく理論をもっ て科学的に分析するのであるから，ここで「実証

的」とｒ理論的」とを併言己する意味がない。だとすれば，　「理論的分析」とい

うのは，「理論的構築」，もしくは「理論的深化」ということであろう 。

　確かに，理論的構築（＝上向）をしていく場合には，理論的分析（＝下向）カミ

必要である 。しかし，理論的分析だげでは，せいぜい「地域」に関連する経済

的諸範酵を明らかにするに留まるであろう 。われわれが必要なのは，地域にか

かわる経済的諸関係をふまえた理論的構築，つまり理論的体系化なのである 。

　以上のようた検討をしてくると ，矢田氏によっ て提起された目１」二つの研究分

野では，それぞれに理論と分析が内容になり ，それらについて第四の研究分野

でｒ政策」論が展開されていると見てよい側面と ，全てが「理論」であるとみ

てよい側面が混在しているように思える 。つまり ，われわれが最初に問題提起

しておいたように，経済地理学におげるこれら四つの研究分野の論理的必然性

とそれらの相互関係がとうな っているのかという点に帰着してくるのである 。

その点についていえぼ，生産配置の法則（？）と現状，　「経済地域」の法則

（？）と現状，国土利用の法則（？）と現状に併せて，それぞれに「政策」を

　　　　　　　　　　　　　　　　（１９３）
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含ませるへきであ ったのではあるまいか。例えは，合理的な生産配置をとうす

るか，地域に独立した経済循環をどうもたせるか，合理的な国土利用をどうす

るかとい った政策をも含めるべきではなか ったかということである 。もっとも ，

地域経済政策が上記のようなものであるかどうかは疑間のあるところであるが ，

ここはあくまでも，仮想としての例をあげておいたままである 。簡単に言えぱ ，

第四の研究分野は，前出の三つの研究分野に含まれるのではないかということ

である 。

　以上，矢田氏によっ て提起されたマノレクス主義経済地理学の体系化間題につ

いて検討してきた。総じていえることは，　「生産関係」視角を強く念頭におき

ながらも ，たお地域にかかわる経済法則を把握し，そこにおける資本の蓄積運

動を究明していくという経済地理学の方法論的基軸の理解にもとついて ，理論

の体系化をはかるという視点が不十分であ ったということである 。そのために ，

経済地理学におげる研究分野を窓意的に構成し，結果的に「理論」，「分析」
，

「政策」という学問領域を混在させ，かつまた異質的学問分野をも経済地理学

のなかに含ませることにな ったのではたいかと思われる 。

　だが，研究分野の具体的内容も含めた矢田氏による経済地理学の方法論的提

起は，経済地理学の体系化を進める上で学界に強烈な刺激を与え，その後にお

げる経済地理学の研究方向に大きな役割を果たしたことは間違いない。とりわ

げ， 国土利用にかんしては，単に経済地理学とは異質のものであるとして処理

するのではなく ，経済学として，また経済地理学としてどう接近していくかと

いう問題提起は，生産や流通とい った視点からだげでたく ，国民の，あるいは

地域住民の生活の場という視点からも検討しなげれぱならないであろう 。

１）矢田氏は，前出の鴨沢氏以外に，飯塚浩二，上野登，ソ 連の経済地理学，川島

　哲郎，島恭彦とい った各氏の所説について検討している 。その評剛こついては ，

　たお疑問とすべき点もあり ，上記各氏の方法論については改めて「経済地理学方

　法史論」シリーズの中で検討したい 。

２）矢田俊文，前出，４１べ 一ジ 。

３）　同上，３７ぺ一ジ 。

４）　同上，３８べ一ジ 。
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５）　同上，３９ぺ 一ジ 。

６）同上 。

７）　ｒ目本資本主義の地域構造』，前出 ，１ぺ一ジ 。

８）川島哲郎ｒ地域径済」，『経済学辞典』（第２版），岩波書店，１９７９，８６２べ 一ジ 。

９）　もっとも ，このｒ地域」の空間的な大きさについては，種六 議論のあるところ

　であるが，「地域」の大きさを固定するのは間違いだと考えている 。あえて，具
　体的な表象をというのであれぱ，都道府県や市町村程度のものを念頭におけぱ良

　いのではないかとおもう 。勿論，産炭地域のように，これらが複数のものであ っ

　てもかまわない 。

１０）矢田，前出，４０ぺ 一ジ 。

１１）　同上
。

１２）同上 。

結　　　　　び

　地理的にあらわれる経済的諸現象を記述することは，地理学としての経済地

理学の課題であり ，その課題に対応することも可能であ った。経済圏を設定し

たり ，中心地移動を分析することは，こうした現象把握を的確にするうえで有

効な手段であ った。だが，何故そのようた経済的諸現象が生じるのかという説

明をする段階になると ，地理学という学間的性格のために，経済的諸現象の背

後にある経済的諸関係を除外せざるをえないという制約によっ て， 自然決定論

へ陥入るか，経済立地論への移行を余儀なくされたのである 。つまり ，地理学

としての経済地理学は，その方法論的制約を克服しょうとして「立地論」の導

入をはかり ，かかるものとして経済学としての径済地理学が成立してきたので

ある 。

　杜会的意識形態からすれば，それは「交互作用論」の必然的結果でもあ った

ろう 。それゆえ，立地論を主内容とする経済地理学は，その多様な立地因子に

もとづいて，企業の立地行動を分析することとな った。確かに，それは地域に

おげる経済的諸現象を説明するには有効な手段であり ，一定の説得力をもっ て

　　　　　　　　　　　　　　　　　（ユ９５）
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いたことは否定出来ない。しかしながら，そこで展開された論理は，個別資本

の行動原理であり ，経営技術論的な内容のものであ った。従 って，地域におげ

る経済的諸関係を明らかにすることは，論理的にみて，一定の限界があ ったの

である 。

　問題は，こうした立地論の科学的有効性を生かして，地域における経済的諸

関係，すなわち地域的経済構造をどこまで解明しうるかということであり ，か

かる方向での模索が課題として残されることにな った 。

　産業連関表を利用する地域経済成長論や地域及び地域間投入産出分析も，い

ってみれは，現象把握のための手段でしかない。もとより ，地域におげる経済

的諸現象の分析手段としては，科学的有効性を十分にもっ ているし，経済的諾

現象の数量的把握の結果は，条件の変化さえ明確にしておげは，現実の地域経

済政策を立案するうえで，十分役立ちうるものである 。だが，産業連関表その

ものだげでは，数量的に捉えられた地域の経済学的諸現象が何故生じるのか ，

どのような階級関係上の矛盾があるのかという問題については科学的た解明が

出来ないという限界がある 。従 って，どうしても経済的諸関係とその運動法則

を解明する杜会科学としての経済理論が必要とな ってくるのである 。

　ところで，科学的杜会主義に立脚するマノレクス主義経済地理学の源泉は，大

きく二つに分かれる 。その一つは，ホラビ川こ代表される世界経済地誌であり ・

他は杜会主義の建設という現実的な課題としてのｒ生産の地理的配置論」であ

る。 後者は，シベリア開発などで，　ｒ圏域生産 コソブレックス」論などとして

発展してきている 。しかしながら，資本主義を研究対象とする経済地理学は ，

記述的経済地誌からの接近だげでは，その理論的構築は不可能であるし，また

杜会主義におげる論理をそのまま資本主義にあてはめることも出来ない。その

意味では，ワノユーチソの業績を十分に再評価したけれはならないし，彼の提

起は資本主義を対象とする経済地理学の体系化を考察する際の起点とすべきも

のである 。その方法論的基軸は，経済地理学におげる「経済的諸関係」の強調

であると言 ってもよい。また，ブノレジ ョァ地理学を批判すると同時に，その手

法等については摂取すべき点があることも彼は指摘している 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　（１９６）
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　だが，不幸にして，戦前から戦後にかげて，このワシ ューチソの業績を正し

く評価することが出来ず，　「生産の地理的配置」をめぐる諸々の誤解は，わが

国におげるプノレクス主義経済地理学の方法論的研究に一定の混乱をもたらすこ

とにな ったと言 っても過言ではない。特に高度経済成長による地域開発の進展

は地域におげる経済的諸矛盾を激化させたが，マルクス主義経済地理学はその

間題への現実的対応に迫られ，それと同時に，その理論的低迷が明らかとた っ

た。

　この低迷を打破したのが，野原敏雄，森滝健一郎，青野寿彦，長岡顕，矢田

俊文各氏の共同研究による成果，『目本資本主義の地域構造』（１９７５）であ った 。

その後・このｒ地域構造」学派ともいわれる研究者達による業績は，野原敏雄

氏の『目本資本主義と地域経済』（１９７７）をはじめ，北村嘉行氏を代表世話人と

する地域構造研究会の・北村 ・矢田編著ｒ目本工業の地域構造』（１９７７）や北村

・寺坂昭信編著ｒ流通 ・情報の地域構造』（１９７９）なとのｒ目本の地域構造」ソ

リーズがあり ，また森滝 ・矢田の両氏を中心としたグノレープは，　ｒ講座　目本

の国土 ・資源問題」を刊行しており ，その成果は森滝健一郎ｒ現代目本の水資

源問題』（１９８２），中藤康俊ｒ玩代目本の食糧問題』（１９８３），藤田佳久ｒ現代目

本の森林木材資源問題』（１９８４）として発表されている 。ｒ地域構造」論は，ま

さしく現代目本におけるマノレクス主義経済地理学の主流にな っている 。

　しかしながら，「地域構造」論の歴史的意義とその内容にかんする杜会的評

価を別として，その方法論については，矢田氏の場合のように多くの問題を残

している 。それは，まず「地域構造」論を構成する四つの研究分野の相互関連

が， 理論，分析，政策とい った視点からみて明確でないことに端を発し，それ

ぞれの分野においても ，国民経済論と地域経済論とが混在するなど，論理次元

の整一性がないこと ，　「経済地域」や「理論的分析」などとい った諸概念の暖

昧さともかかわ って，個別研究課題の方法論的不明確さをもっ ていることなど

である 。

　こうした研究分野の相互関連や論理次元の不整合性が生じてくるのは，　「地

域構造」論が，経済地理学の理論的弱さ，とりわげ方法論的未熟さにもかかわ

　　　　　　　　　　　　　　　　（１９７）
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らず，現実の諸問題から出発した，あるいは出発せざるをえなか ったという斯

学の現状に基づいている 。確かに，緊迫した地域経済矛盾とその展開の中では ・

現実より出発するしかない。だが，誤った理論的方法論のもとでは，地域経済

分析もまた地域経済政策も誤ったものしか出てこたい。その結果，階級関係を

欠落させた地域経済分析や，独立した経済圏をどう作るかとい ったような，そ

れ自体としてはマノレクス主義とは縁のない地域経済政策が策定される危険性が

ある 。また，国土にかんする現実的課題は多様であり ，それだげに「あれもこ

れも」が，経済地理学の研究分野に含まれるかのようにみえてくる 。しかし ，

経済学としての経済地理学が，それらの諸課題を独自的た研究分野としてどこ

まで展開することが出来るのかどうか，これも残された問題である 。

　本稿では，これまでの経済地理学の方法論について歴史的な概観をすると同

時に，それらがもっている問題点について言及してきた。特に問題となるのは ・

経済学と地理学との関連，近代経済学と経済地理学の接点，経済学におげる経

済地理学の相対的独自性，国民経済学と地域経済学との関連，「経済地域」や

「地域構造」とい った諸概念の明確化などである 。

　これらの諸間題にかんする私見は，　「経済地理学の体系化問題」として・い

ずれ機会を改めて公表したい 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１９８５ ．　６ ．　２０

（１９８）




